
 

第２回 荒川区障がい者総合プラン策定委員会  次第 

 

令和 5 年８月１８日（金）午後３時～ 

サンパール荒川５階 第７集会室 

 

１ 開会 

 

２ 委員長あいさつ 

 

３ 委員紹介 

 

４ 国の基本指針について 

資料１ 国の基本指針の見直し内容・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１ 

 

５ 現行計画の成果目標と活動指標の実施状況について 

資料２ 区における成果目標の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P１３ 

資料３ 区における活動指標の実施状況・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P２５ 

 

６ 障がい者総合プランの概要について 

資料４ 荒川区障がい者総合プラン（素案）【骨子】・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３３ 

    資料５ 施策の体系図・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P３９ 

    資料６ 重点的な取組・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４１ 

 

７ 次回開催日程 

 

８ 閉会 

 

参考資料 （１）荒川区障がい者総合プラン策定委員会名簿・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４５ 

       （２）第１回障がい者総合プラン策定委員会議事録・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・P４７ 





 

国の基本指針の見直し内容 
国が定める基本指針は、市町村及び都道府県が障がい福祉計画及び障がい児福祉計画を定めるに当

たっての基本的な方針となります。以下の内容には、都道府県にて取り組む内容（＊印）も含まれています。 

第一 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に関する基本的事項 
基本指針 主な見直し内容 

一 基本的理念 １ 障害者等の自己決定の尊重と意思

決定の支援 

２ 市町村を基本とした身近な実施主

体と障害種別によらない一元的な

障害福祉サービスの実施等 

３ 入所等から地域生活への移行、地

域生活の継続の支援、就労支援等

の課題に対応したサービス提供体

制の整備 

４ 地域共生社会の実現に向けた取組 

５ 障害児の健やかな育成のための発

達支援 

６ 障害福祉人材の確保・定着 

 

 

７ 障害者の社会参加を支える取組 

定着 

 

 

２ 難病患者等への支援の明確化や計画

策定では、難病患者や専門家等の意

見を踏まえることについて記載 

３ 地域生活支援拠点等の整備・運営に

及び拠点と基幹相談支援センターの

連携の確保の必要性について記載 

 

４ 地域福祉計画や重層的支援体制整備

実施計画との連携や重層的支援体制

整備事業の活用の検討について記載 

６ 処遇改善による職場環境の整備、

ICT 等による業務効率化について記

載 

７ 合理的配慮の提供のための文化行政

担当等との連携・意思疎通支援等の

促進のためのデジタル担当等との連

携について記載 

二 障害福祉サー

ビスの提供体制の

確保に関する基本

的考え方 

１ 全国で必要とされる訪問系サービ

スの保障 

２ 希望する障害者等への日中活動系

サービスの保障 

３ グループホーム等の充実及び地域

生活支援拠点等の整備と機能の充

実 

４ 福祉施設から一般就労への移行等

の推進 

 

 
 

５ 強度行動障害や高次脳機能障害を

有する障害者等に対する支援体制

の充実 

６ 依存症対策の推進 

 

 

 

 

３ 居住支援法人との連携の推進やグル

ープームでの生活に向けた支援等の

充実について記載。精神障がい者の

地域移行のためのサービス量や支援

ニーズの把握に努める旨を記載。さ

らに、地域生活支援拠点等のコーデ

ィーネーターの配置等による支援体

制の構築について追記。 

５ 対象者に難病患者を追記。支援ニー

ズの把握や地域資源の開発等による

支援体制の整備について追記。 

資料１ 
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三 相談支援の提

供体制の確保に関

する基本的考え方 

１ 相談支援体制の構築充実・強化 

２ 地域生活への移行や地域定着のた

めの支援体制の確保 

 

 

３ 発達障害者等に対する支援 

（一）発達障害者等への相談支援体制

等の充実＊ 

（二）発達障害者等及び家族等への支

援体制の確保 

４ 協議会の設置等・活性化 

１ 基幹相談支援センター設置の努力義

務化や業務の明確化について記載。

精神障害者等に対する支援の確保の

ための市町村における実施体制の確

保について記載。 

３ 支援プログラムの実施者の計画的な

養成の重要性について記載。 

 

 

 

４ 個別事例の検討を通じて抽出される

地域課題を踏まえた支援体制の整備

の取組について記載。専門部会等の

活動への当事者の参画の重要性につ

いて記載。 

四 障害児支援の

提供体制の確保に

関する基本的考え

方 

１ 地域支援体制の構築 

 

 

 

 

 

 

 
 

２ 保育、保健医療、教育、就労支援

等の関係機関と連携した支援 

 

３ 地域社会への参加・包容（インク

ルージョン）の推進 

 

 

 

 

４ 特別な支援が必要な障害児に対す

る支援体制の整備 

（一） 重症心身障害児及び医療的ケ

ア児に対する支援体制の整備 

（二） 強度行動障害や高次脳機能障

害を有する障害児に対する支援体

制の充実 

（三） 虐待を受けた障害児等に対す

る支援体制の整備 

５ 障害児相談支援の提供体制の確保 

１ 児童発達支援センターの中核的な機

関としての位置づけや支援機能につ

いて記載。支援体制の整備にあたっ

ては、こどもの専門部会を協議会の

下に設置する必要性について記載。 

  都道府県等は協議の場を設け、児童

の 18 歳以降の施設入所先への移行

を円滑に進める必要性について記

載。＊ 

２ 市町村に設置されるこども家庭セン

ターと連携した支援体制構築につい

て記載。 

３ 児童発達支援センターはインクルー

ジョン推進の中核機関として専門的

支援等を行う機能が求めれられるこ

とについて記載。また、保育所等訪

問支援等の活用を通じ、支援体制の

構築の必要性について記載。 

４ （一）都道府県について医療的ケア

児支援センターやコーディーネータ

ーの配置について記載。＊ 

  （二）強度行動障害等の支援ニーズ

の把握、専門的人材の育成、地域資

源の開発等を、関係機関との連携等

による支援体制の整備の必要性につ

いて記載。 

 

５ 児童発達支援センターの発達支援に

関する相談機能の提供体制の重要性

について記載。 
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第二 障害福祉サービス等及び障害児通所支援等の提供体制の確保に係る目標 

基本指針 目標設定の主な考え方 

一 福祉施設の入

所者の地域生活へ

の移行 

・令和８年度末までに、令和４年度末

時点の施設入所者数の６％以上が地

域生活へ移行 

 
 

・令和８年度末の施設入所者数を令和

４年度末時点の施設入所者数から

５％以上削減 

・施設入所施設等からの地域生活の移行

を進めるため、グループホームなどに

おける障がい者の重度化・高齢化への

対応や地域生活支援拠点等の整備の推

進等の取組を推進する。 

・地域移行に関する意向について適切に

意思決定支援を行いつつ、関係機関と

連携して検討する必要がある。 

 

二 精神障害にも

対応した地域包括

ケアシステムの構

築 

 

 

・令和８年度末までに、精神障害者の

精神病床から退院後１年以内の地域

における生活日数の平均を３２５．

３日以上とする。[新規]＊ 

・令和８年度末の精神病床における１

年以上長期入院患者数（６５歳以

上、６５歳未満）＊ 

・令和８年度の精神病床における早期

退院率（入院後３か月時点の退院率

は６８．９％以上、入院後６か月時

点の退院率は８４．５％以上、入院

後１年時点の退院率は９１％以上）

＊ 

・精神障がい者が地域の一員として、

暮らしができるよう、医療、障害福

祉・介護、住まい等が包括的に確保

された体制について、推進する必要

があり、医療計画との連動制の観点

等から目標値を設定。 

三 地域生活支援

拠点等が有する機

能の充実 

・令和８年度末までの間、各市町村お

いて地域生活拠点等を整備するとと

もに、その機能の充実のため、コー

ディネーターの配置、地域生活支援

拠点等の機能を担う障害福祉サービ

ス事業所等の担当者の配置、支援体

制及び緊急時の連絡体制の構築を進

め、また、年１回以上、支援の実績

等を踏まえ運用状況を検証、検討す

る。 

・令和８年度までに、各市町村又は圏

域において強度行動障害を有する障

がい者に関して、その状況や支援ニ

ーズを把握し、地域の関係機関が連

携した支援体制の整備を進める。

［新規］ 

 

 

 

 

・地域生活への移行の支援及び地域生

活支援の充実を図るため、地域生活

支援拠点等の整備、コーディネータ

配置による機能強化、ＰＤＣＡサイ

クルを通じた改善を図るため、目標

を設定。 

 

 

 

・強度行動障害を有する者の支援体制

の充実を図るためには、支援ニーズ

の把握を行い、ニーズに基づく支援

体制の整備を図ることが必要である

ことから、目標を設定。 
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四 福祉施設から

一般就労への移行

等 

・令和８年度末までに、令和３年度実

績の１．２８倍以上を一般就労へ移

行する。 

・就労移行支援について、令和３年度

の一般就労への移行実績の１．３１

倍以上とする。 

・就労移行支援事業所のうち、就労移

行支援事業利用終了者に占める一般

就労へ移行した者の割合が５割以上

となる事業所を全体の５割以上とす

る。［新規］ 

・就労継続支援Ａ型について、令和３

年度の一般就労への移行実績の１．

２９倍以上を目指す。 

・就労継続支援Ｂ型について、令和３

年度の一般就労への移行実績の１．

２８倍以上を目指す。 

・就労定着支援事業の利用者数につい

ては、令和３年度の実績の１．４１

倍以上とする。 

 

 

 

・就労定着支援事業所のうち、就労定

着率が７割以上の事業所を全体の２

割５分以上とする。 

 

 

 

・都道府県等が雇用や福祉等の関係機

関が連携した支援体制の構築を推進

するため、協議会（就労支援部会）

等を設けて取組を進める。［新規］

＊ 

・就労移行支援事業及び就労継続支援

事業における一般就労への移行に向

けた取組を評価するため、引き続

き、「一般就労への移行」に係る目

標として、移行者数を設定。 

 

・就労移行支援事業については、事業

目的の実現や事業所ごとの実績の確

保・向上の観点から目標値を設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・就労定着支援事業の利用者数に関す

る目標については、現状の利用状況

のほか、就労移行支援事業等から一

般就労への移行を推進していること

を踏まえ、その利用者数の増加を目

標として設定。 

・一般就労に安定して定着すために

は、地域の関係機関等による必要な

取組、支援が行われることが重要で

あることから、就労定着支援事業の

利用終了後の一定期間における就労

定着率を参考として目標を設定。 

・令和４年度の障害者総合支援法改正

を踏まえ、地域の就労支援に関係す

る機関の連携を強化する取組につい

て目標を設定。＊ 
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五 障害児支援の

提供体制の整備等 

・児童発達支援センターを各市町村に

少なくとも１か所以上設置 

 

 
 

・児童発達支援センターや地域の障害

児通所支援事業所等が保育所等訪問

支援等を活用しながら、令和８年度

末までに、全ての市町村において、

障害児の地域社会への参加・包容

（インクルージョン）を推進する体

制を構築する。 

・都道府県は、難聴児の早期発見、早

期療育を総合的に推進するための計

画を策定する。［新規］＊ 
 

・令和８年度末までに、各都道府県に

おいて、児童発達支援センター、特

別支援学校等を活用し、難聴児支援

のための中核機能を果たす体制を確

保すること及び新生児難聴検査から

療育につなげる連携体制の構築に向

けた取組を進める。＊ 

・主に重症心身障害児を支援する児童

発達支援事業所及び放課後等デイサ

ービス事業所を各市町村に少なくと

も１カ所以上確保。 

・令和８年度末までに、都道府県は、

医療的ケア児支援センターの設置

し、支援の総合調整を図るコーディ

ネータ配置を配置すること。［新

規］＊ 

・令和８年度末までに、各都道府県、

各圏域及び各市町村において、保

健・医療・障害福祉・保育・教育等

の関係機関が連携を図るための協議

の場を設けるとともに医療的ケア児

等コーディネーターを配置する。 

・令和８年度末までに、都道府県及び

指定都市で、障害児入所施設に入所

する児童が１８歳以降、ふさわしい

環境へ移行できるよう、移行調整に

係る協議の場を設置する。［新規］

＊ 

・児童福祉法改正において、センター

が地域における障害児支援の中核的

役割を担うことが明確化されたた

め、引き続き目標を設定。 

・障害児の地域社会への参加・包容

（インクルージョン）を推進する観

点から、目標値を設定。 

 

 

 

・新生児聴覚検査から療育につなげる

など、中核的機能を有する体制の有

機的な活用が望まれることから目標

を設定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

・医療的ケア児支援法を踏まえ、コー

ディネータ配置や都道府県に医療的

ケア児支援センターの設置を進めて

いく必要があることから目標を設

定。 

 

 

 

 

 

 

・１８歳以上の障害者について、移行

調整が進まず、障害児入所施設に留

まっている状況があることから、目

標値を設定。 

六 相談支援体制

の充実・強化等 

・令和８年度末までに、市町村におい

て、基幹相談支援センターを設置す

るとともに、地域の相談支援体制の

強化を図る体制を確保する。 

 

・障害者総合支援法の改正により、基

幹相談支援センターについて、設置

の努力義務等が明記されたため、目

標値を設定。 

 

5



・協議会において、個別事例の検討を

通じた地域サービスの基盤の開発、

改善等を行う取組を行うとともに、

必要な協議会の体制を確保する。

［新規］ 

・協議会は、地域課題の共有、地域に

おける支援体制の整備につなげてい

く取組を着実に進めていく重要な役

割を担っていることから目標値を設

定。 

七 障害福祉サー

ビス等の質を向上

するための取組に

係る体制の構築 

令和５年度末までに、都道府県や市町

村において、障害福祉サービス等の質

の向上を図るための取組に係る体制を

構築する。 

・利用者が真に必要とするサービス等

を提供していくための取組として、

引き続き目標値を設定。 

 

第三 計画の作成に関する事項 

基本指針 主な見直し内容 

一 計画の作成に

関する基本的事項 

１ 作成に当たって留意すべき基本的

事項 

(一) 障害者等の参加 

(二）地域社会の理解の促進 

(三) 総合的な取組 

２ 計画の作成のための体制の整備 

(一) 作成委員会等の開催 

(二）市町村及び都道府県の関係部局

相互間の連携 

(三) 市町村と都道府県との間の連携 

３ 障害者等のサービスの利用実態及

びニーズの把握 

４ 障害児の子ども・子育て支援等の

利用ニーズの把握及びその提供体

制の整備 

５ 区域の設定 

６ 住民の意見の反映 

７ 他の計画との関係 

８ 定期的な調査、分析及び評価並び

に必要な措置 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ 指定障害福祉サービス等事業者等の

指定について、都道府県知事に対し

障害福祉計画との調整を図る見地か

らの意見を申しできることから、市

町村障害福祉計画等に位置付けるこ

とが重要。また、市町村内のよりき

め細やかな地域単位でのニーズや、

医療的ケアを必要としる者や重度の

障害者等のニーズを把握することが

望ましい。 

二 市町村障害福

祉計画及び市町村

障害児福祉計画の

作成に関する事項 

１ 障害福祉サービス、相談支援及び

地域生活支援事業並びに障害児通

所支援及び障害児相談支援の提供

体制の確保に係る目標に関する事

項 

２ 各年度における指定障害福祉サー

ビス等及び指定通所支援等の種類

ごとの必要な量の見込み及びその

見込量の確保のための方策 

（一）各年度における指定障害福祉サ

ービス等及び指定通所支援等の

 

 

 

 

（基本的に現行の方針を踏襲） 
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種類ごとの必要な量の見込み 

（二）指定障害福祉サービス等及び指

定通所支援等の種類ごとの必要

な見込量の確保のための方策 

（三）地域生活支援拠点等の整備及び

機能の充実 

（四）圏域単位を標準とした指定障害

福祉サービス及び指定通所支援

の見通し並びに計画的な基盤整

備の方策 

３ 市町村の地域生活支援事業の実施

に関する事項 

（一）実施する事業の内容 

（二）各年度における事業の種類ごと

の実施に関する考え方及び量の

見込み 

（三）各事業の見込量の確保のための

方策 

（四）その他実施に必要な事項 

４ 関係機関との連携に関する事項 

（一）指定障害福祉サービス等及び地

域生活支援事業の提供体制の確

保に係る関係機関との連携に関

する事項 

（二）指定通所支援等の提供体制の確

保に係る関係機関との連携に関

する事項 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

三 都道府県障害

福祉計画及び都道

府県障害児福祉計

画の作成に関する

事項 

（省略）＊ （省略） 

四 その他 １ 計画の作成の時期 

２ 計画の期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 計画の公表 

４ その他【新規】 

 

２ 三年を一期が基本としつつ、地域の

実情等に応じて柔軟な期間設定を可

能とする。ただし、国がこの指針を

改定した時点において、乖離が生じ

た場合はサービスの見込量の変更に

ついて三年を一期として必ず計画に

反映させるとともに新しい指針を踏

まえた部分がある場合は計画期間の

途中であっても見直しを行う。 

 

４ 各都道府県が定める圏域に留意し、

市町村の計画は、共同策定が可能。 

  サービス見込量以外の活動指標は、

自治体の実情に合わせて任意に定め

ることが可能。 
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第四 その他自立支援給付及び地域生活支援事業並びに障害児通所支援等の円滑な実

施を確保するために必要な事項 
基本指針 主な見直し内容 

一 障害者等に対

する虐待の防止 

１ 相談支援専門員及びサービス管理

責任者等による虐待事案の未然防

止及び早期発見 

２ 一時保護に必要な居室の確保 

３ 指定障害児入所支援の従業者への

研修 

４ 権利擁護の取組 

５ 精神障害者に対する虐待の防止 

１ 事業者は、虐待防止委員会の設置、

従業者に対する研修の実施及び担当

者の配置等の措置を講じなければな

らない。 

 

 

 
 

５ 都道府県においては、業務従事者等

による通報の受理体制の整備、監督

権限等の適切な講師や措置等の公表

が求められる。＊ 

二 意思決定支援

の促進 

都道府県は、意思決定支援の質の向上

を図るため、研修実施や普及に努める。

＊ 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

三 障害者の芸術文

化活動支援による

社会参加等の促進 

第一の一の７「障害者の社会参加を支

える取組」における障害者の文化芸術

活動支援による社会参加等の促進を行

うため、都道府県による障害者の文化

芸術活動を支援するセンターの設置等

を推進する。＊ 

 

 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

四 障害者等による

情報の取得利用・

意思疎通の推進 

障害特性に配慮した支援や支援者の養 

成、ＩＣＴ活用等の促進を図るため、 

次のような取組を実施することが必要 

である。 

１ 障害特性に配慮した意思疎通支援

のニーズを把握するための調査等 

２ ニーズに対応した支援を実施する

ために必要な意思疎通支援者の養

成 

３ 意思疎通支援者の派遣及び設置を

実施するための体制づくり 

４ 遠隔地や緊急時等に対応するため

のＩＣＴ機器等の利用 

・障害者による情報の取得及び利用並びに

意思疎通に係る施策の推進に関する法律

が令和４年５月に施行したことに伴い、

記載。 

五 障害を理由と

する差別の解消の

推進 

障害を理由とする差別の解消を妨げて

いる諸要因の解消を図るため、啓発活

動などを行う必要があるとともに、必

要かつ合理的な配慮等について、具体

的場面や状況に応じて柔軟に対応する

ことが期待される。 

 

（基本的に現行の方針を踏襲） 
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六 障害福祉サー

ビス等及び障害児

通所支援等を提供

する事業所におけ

る利用者の安全確

保に向けた取組や

事業所における研

修等の充実 

障害福祉サービス事業所等及び障害児

通所支援等を提供する事業所において

は、利用者の安全確保に向けた取組を

進めることが重要であり、都道府県及

び市町村はその支援を行うことが必要

である。取組の際には、日常的な地域

とのつながりが発災時における障害者

等の安全確保につながると認識し、防

災対策もともに考えていくことが必要

である。 

また、いきいきと障害者等への支援に

従事できるように、職員の処遇改善等

を進めていくことが必要である。 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

活動指標・・・主に利用量や利用者数について見込を設定 

活動指標 主な見直し内容 

一 福祉施設から

一般就労への移行

等 

・障害者に対する職業訓練の受講＊ 

・福祉施設から公共職業安定所への誘 

 導＊ 

・福祉施設から障害者就業・生活支援 

センターへの誘導＊ 

・公共職業安定所における福祉施設利

用の支援＊ 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

二 居宅介護等 ・居宅介護 

・重度訪問介護［新規］ 

・同行援護［新規］ 

・行動援護［新規］ 

・重度障害者等包括支援［新規］ 

※前回までは、上記サービスは居宅介 

護に含めていたが、今回からは、１ 

サービスとして設定する。 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

三 生活介護等 ・生活介護 

・自立訓練（機能訓練） 

・就労選択支援［新規］ 

・就労移行支援 

・就労継続支援Ａ型 

・就労継続支援Ｂ型 

・就労定着支援 

・療養介護 

・短期入所（福祉型・医療型） 

 

 

 

 

 

【生活介護】 

・利用者数のうち、強度行動障害者等の 

重度障害者について個別に見込を設 

定することが望ましいと追記。 

【就労選択支援】 

・特別支援学校卒業者数や就労系サー

ビスの利用数等を勘案して利用者数

の見込を設定すると記載。 

【短期入所】 

・利用者数のうち、強度行動障害者等の 

重度障害者について個別に見込を設 

定することが望ましいと追記。 

9



四 自立生活援助

等 

・自立生活援助 

・共同生活援助 

・施設入所支援 

・地域生活支援拠点等 

【共同生活援助】 

・利用者数のうち、強度行動障害者等の 

重度障害者について個別に見込を設 

定することが望ましいと追記。 

【地域生活支援拠点等】 

・コーディネータ配置人数の見込を追 

 加 

五 相談支援 ・計画相談支援 

・地域移行支援 

・地域定着支援 

（基本的に現行の方針を踏襲） 

六 障害児通所支

援等 

・児童発達支援 

・放課後等デイサービス 

・保育所等訪問支援 

・居宅訪問型児童発達支援 

・福祉型障害児入所施設 

・医療型障害児入所施設 

・障害児相談支援 

・都道府県における医療的ケア児等の 

支援を総合調整するコーディネータ 

の配置人数［新規］＊ 

・市町村における医療的ケア児等に対

する関連分野の支援を調整するコー

ディネータの配置人数 

【コーディネータの配置人数】 

・医療的ケア児支援センターにおける

コーディネータ配置人数の見込を追

加。 

七 発達障害者等

に対する支援 

・発達障害者支援地域協議会の開催＊ 

・発達障害者支援センタにーよる相談 

支援＊ 

・発達障害者支援センター及び発達障 

害者地域支援マネジャーの関係機関 

への助言＊ 

・発達障害者支援センター及び発達障

害者地域支援マネジャーの外部機関

や地域住民への研修、啓発＊ 

・ペアレントトレーニングやペアレン

トプログラム等の支援プログラム等

の受講者数（保護者）及び実施者数

（支援者） 

・ペアレントメンターの人数 

・ピアサポートの活動への参加人数 

【ペアレントトレーニング等】 

・プログラムの受講者数（保護者）及び 

プログラムの実施者数（支援者）の見 

込を追加。 

八 精神障害にも

体操した地域包括

ケアシステムの構

築 

・保健、医療及び福祉関係者による協 

議の場の開催回数 

・保健、医療及び福祉関係者による協 

議の場への関係者の参加者数 

・保健、医療及び福祉関係者による協

議の場における目標設定及び評価の

実施回数 

・精神障害者の地域移行支援 

【精神障害者の自立訓練（生活訓練）】 

・自立訓練（生活訓練）の利用者のうち、 

精神障害者の利用者数の見込を追加。 
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・精神障害者の地域定着支援 

・精神障害者の共同生活援助 

・精神障害者の自立生活援助 

・精神障害者の自立訓練（生活訓練）

［新規］ 

・精神病棟における退院患者の退院後

の行き先＊ 

九 相談支援体制

の充実・強化のた

めの取組 

・基幹相談支援センターの設置［新 

規］ 

・基幹相談支援センターによる地域の 

相談支援体制の強化 

・協議会における個別事例の検討を通

じた地域のサービス基盤の開発・改

善［新規］ 

【基幹相談支援センターの設置】 

・総合的、専門的な相談支援の実施から 

基幹相談支援センターの設置に見込 

を変更 

【地域サービス基盤の開発・改善】 

・協議会における相談支援事業所の参

画による事例検討実施回数等の見込

を追加。 

十 障害福祉サー

ビスの質を向上さ

せるための取組 

・障害福祉サービス等に係る各種研修 

の活用 

・計画的な人材養成の推進＊ 

・障害者自立支援審査支払等システム 

による審査結果の共有 

・指導監査結果の関係市町村との共有 

【計画的な人材養成の推進】＊ 

・相談支援専門員研修及びサービス管

理者研修修了者数等の見込の追加。 
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区における成果目標の実施状況 

（１）施設入所者の地域生活への移行 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 

国 
令和５年度末時点で、令和元年度末の施設入所者数の６%以上が地域生活へ移行するとともに、令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から１．６％以上

減少させることが基本とされています。 

区 
令和５年度末時点で、令和元年度末の施設入所者数１２３人のうち８人（６.5%）を地域生活へ移行するとともに、令和５年度末時点の施設入所者数を令和元年度末時点の施設入所者数から

４人（３．３％）減少させることを目標とします。 

実施状況 

[各年度末時点] 

令和元年度 

(実績) 

令和 2 年度 

（実績） 

令和３年度 

（実績） 

令和４年度 

（実績） 

令和 5 年度 

（見込） 

地域生活移行者数 
0 人 １人 １人 2 人 ３人 

         目標値：計８人→実績値：７人 

施設入所者数 
123 人 123 人 115 人 １１６人 １１６人 

           目標値：４人減→実績値：７人減 

令和３年度～令和５年

度の取組状況 

〇 障がい者の自己決定を尊重し、自立と社会参加が図れるよう、入所先や入院先への訪問時に、本人の希望やご家族の意向を適切に把握し、またその意思決定の支援に配慮するととも

に、グループホームや自宅等にて地域生活が可能かどうか検討を進め、地域移行を行っているところです。 

〇 自立支援協議会の地域移行部会にて、東京都島しょ部のグループホームで生活している利用者について、都内市部のグループホームへの移行支援の調整を行いました。 

〇 施設入所者の地域移行を含む障がい者の重度化等に対応した体制整備のため、施設整備費補助等の支援策について検討を行い、令和５年度には重度障がい者グループホームや生活介

護施設に対する施設整備費補助事業を開始いたしました。 

令和３年度～令和５年

度の評価・今後の方向

性 

〇 障害区分認定調査時に訪問する施設入所者に対し、地域で暮らしていきたいかの意向確認を行うとともに、施設から入所者に対する聴き取りを行い、地域移行の可能性を模索してい

きます。 

○ 東京都から地域移行体験室の受託を受け、荒川区内でスクラムあらかわを運営している社会福祉法人すかいと連携し、皇海荘に入所している荒川区民の方の地域移行が促進されるよ

うに協力していきます。 

 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和８年度末時点で、令和４年度末の施設入所者数の６%以上が地域生活へ移行するとともに、令和８年度末時点の施設入所者数を令和４年度末時点の施設入所者数から５％以上減少させることが基本とされ

ています。 

 

 

 

資料２ 
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（２）精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 

国 
精神障がい者が地域の一員として安心して自分らしい暮らしをすることができるよう、医療、障害福祉･介護、住まい、社会参加（就労）、地域の助け合い、教育が包括的に確保された体制に

ついて今後も計画的に推進する観点から、協議の場の活性化に向けた取組を行っていくことが基本とされています。 

区 
保健・医療・福祉関係者による協議の場において、地域課題を共有し、適切な連携・協議を図り、一人一人の思いが地域でかなえられる支援体制の構築を目指します。あわせて、地域のニー

ズ・課題に応えられているか等を検証・検討し、目標設定及び評価を行っていきます。 

令和３年度～令和５年

度の取組状況 

○ 新型コロナウイルス感染症の影響もありましたが、精神障がいについての理解を深めるための講演会（年 1～2 回）や関係会議等は感染状況等を考慮しながら、実施しました。 

○ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムを構築するための協議の場としての、以下の３会議について、感染症拡大防止の対策を図り、実施しました。 

 ① 精神保健福祉連絡協議会（年１回：書面開催を含む） 

 ② 精神保健福祉ネットワーク会議（令和 3 年度は中止。4 年度は 2 回実施 5 年度 2 回予定） 

 ③ 自立支援協議会地域移行部会の精神ワーキンググループ（実施回数等：3 年度 8 回 病院訪問 8 箇所 17 人 4 年度部会 9 回 病院訪問 1 箇所 4 人）   

  ※②は精神保健福祉連絡協議会の部会としても位置づけています。 

○ 地域移行のステップの一つとなる精神障がい者対象のグループホームついては、令和３年度以降、2 事業所において開設されました。 

令和３年度～令和５年

度の評価・今後の方向

性 

〇 障がい者の差別解消についての事業を実施していますが、さらに、地域の関係機関とも連携して精神障がいについての理解を多くの人に広めるために、普及啓発を行っていく必要があり

ます。 

〇 長期入院患者を含め、入院患者の地域生活への移行を進めるに当たっては、病院や事業者と地域精神保健、医療、福祉の一体的な連携が必要です。 

〇 区内には、精神障がい者を対象とする短期入所施設や地域移行を視野に入れた入所施設が少ないため、引き続き、施設の誘致や既存の入所施設の利用等体制づくりが必要です。 

○ 福祉サービスの充実や使用者の増加とともに、当事者に伴奏し適切なサービスの提供するための特定相談支援事業所の確保が必要になっています。 

 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 精神障がい者及び精神保健に課題を抱える者並びにその家族に対して、子育て、介護、生活困窮等の包括的な支援が確保されるよう、市町村において相談に応じ、必要な支援を実施できる体制を整えることが 

重要であるとされています。 
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（３）地域生活支援の充実 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 

国 令和５年度末までの間、各市町村に１つ以上の地域生活支援拠点等を確保しつつ、その機能の充実のため、年１回以上運用状況を検証、検討することが基本とされています。 

区 
すでに地域生活支援拠点等を面的整備していますが、基幹相談支援センターを中核として、各施設間の連携を強化し、障がい者個々の状況に応じたきめ細かな相談、各種の支援及び助言

を行っていきます。 

令和３年度～令和５年

度の取組状況 

〇 区では、地域生活支援拠点等を、複数の機関がそれぞれ必要な機能を分担して連携する「面的整備」により、個々の機能及び各機能間の連携の強化を進めています。 

○ 区内事業所や関係機関と連携を図り、基幹相談支援センターを中心に総合的及び専門的な相談支援を実施することで、地域における相談支援のネットワークづくりに取り組んでいます。

令和３年６月には区内の関係する事業所や機関等が共通認識を持って適切に役割分担を行い、サービスの種類や立場を越えた連携が円滑となるよう「地域生活支援拠点等運営マニュア

ル」を整備しました。 

○ 緊急時の受入れは、短期入所用居室２床を確保したスクラムあらかわと、緊急一時保護用１床を確保したグループホームひぐらしで行っています。不測の事態に備え、予め利用の手続きが

済んでいない方も、ケースワーカーと連携しながら柔軟な対応を行いました。また、緊急時の対応を円滑に行うための手引を作成し、周知することで、いかなる時も障がい者の居場所を提

供できる体制構築に努めました。 

○ 自立支援協議会の相談支援部会に、地域生活支援拠点ワーキンググループを設置して活動しています。ワーキンググループでは、地域生活支援拠点等の面的整備として、「点から面へ」各

機関の連携を深めることを目的とし、障害者が地域生活を送る上での困難事例から課題解決を行い、拠点機能強化を図っています。 

令和３年度～令和５年

度の評価・今後の方向

性 

○ 地域生活支援拠点等の整備は進んでおりますが、その機能の充実を図り、障がい者の地域生活への移行の支援や地域生活支援の充実を図る必要があります。また、地域のニーズを踏ま

え、地域生活支援拠点等において必要な機能が備わっているか、PDCA サイクルを通じて、機能の強化を図る必要があります。 

○ 適切な周知により相談機能を担う施設における相談実績は増加傾向にありますが、その一方で受け皿不足が課題となっています。専門的人材の養成と確保に努め、相談機能の充実が求

められています。福祉サービスの充実や使用者の増加とともに、当事者に伴走し適切なサービスの提供するための特定相談支援事業所の確保が必要になっています。 

○ 引き続き自立支援協議会における地域生活支援拠点ワーキンググループ等を活用し、活動を通じて施設間･職員間の連携を深め、障がい者が地域で安心して暮らし続けることができる

体制づくりを行うことが求められています。 

〇 強度行動障がいを有する方について、支援ニーズの把握を行い、そのニーズに応じた支援体制について、検討を行っていく必要があります。 

 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和８年度末までの間、各市町村において地域生活支援拠点等を整備するとともに、その機能の充実のため、コーディネーターの配置、地域生活支援拠点等の機能を担う障害福祉サービス事業所等の担当者の

配置、支援ネットワーク等による効果的な支援体制及び緊急時の連絡体制の構築を進め、また、年１回以上、支援の実績等を踏まえ運用状況を検証、検討することが基本とされています。 

〇 令和８年度末までに、各市町村又は圏域において、強度行動障害を有する障がい者に関して、その状況や支援ニーズを把握し、地域の関係機関が連携した支援体制の整備を進めることが基本とされています。

【新規】 
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（４）福祉施設から一般就労への移行等  

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果

目標 

国 

🔶令和 5 年度中に就労移行支援事業等※を通じた一般就労への移行者数を令和元年度実績の 1.27 倍以上にすることが基本とされています。 

🔶就労移行支援については、令和５年度までに、一般就労への移行実績を令和元年度実績の 1.30 倍以上の移行実績を達成することが基本とされています。 

🔶就労継続支援Ａ型及びＢ型については、それぞれ、令和５年度までに、一般就労への移行実績を令和元年度実績の概ね 1.26 倍以上、1.23 倍以上とすることが基本とされています。 

🔶就労定着支援事業の利用者数については、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち７０％が就労定着支援事業を利用することが基本とされています。 

🔶就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７０％以上とすることが基本とされています。 

区 

🔶令和 5 年度中に就労移行支援事業等※を通じた一般就労への移行者数を令和元年度実績の 1.３１倍にすることを目標とします。 

🔶就労移行支援については、令和５年度までに、一般就労への移行実績を令和元年度実績の１．３１倍にすることを目標とします。 

🔶就労継続支援Ａ型及びＢ型については、それぞれ、令和５年度までに、一般就労への移行実績を令和元年度実績の１．５０倍、１．２５倍にすることを目標とします。 

🔶就労定着支援事業の利用者数については、令和５年度における就労移行支援事業等を通じて一般就労に移行する者のうち７０％が就労定着支援事業を利用することを目標とします。 

🔶就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が８割以上の事業所を全体の７５％とすることを目標とします。 

実施状況[各年度末時点] 令和元年度(実績) 令和２年度（実績） 令和３年度（実績） 令和４年度（実績） 令和５年度（見込） 達成状況 

就労移行支援事業等※による一

般就労移行者数（Ⅰ） 
４１人 ３２人 ５３人 ２７人 ５４人 目標値：１．３１倍→実績値：１．３１倍 

上記Ⅰのうち、就労移行支援事

業による一般就労移行者数（Ⅱ） 
３５人 ２５人 ４２人 ２２人 ４６人 目標値：１．３１倍→実績値：１．３１倍 

上記Ⅰのうち、就労継続支援Ａ型

による一般就労移行者数（Ⅲ） 
２人 １人 １人 １人 ３人 目標値：１．５０倍→実績値：１．５０倍 

上記Ⅰのうち、就労継続支援Ｂ型

による一般就労移行者数（Ⅳ） 
４人 ６人 １０人 ４人 ５人 目標値：１．２５倍→実績値：１．２５倍 

上記Ⅱ～Ⅳの就労定着支援事業

利用率 
３２％ ２８％ ４０％ ６３％ ３０％ 目標値：７０％→実績値：３０％ 

就労定着率８割以上の就労定着

支援事業所の割合 
７５％ 40％ ６０％ ６７％ ５７％ 目標値：７５％→実績値：５７％ 

令和３年度～令和５年度の取組

状況 

〇 就労移行支援事業等による一般就労移行者数については、コロナ禍ということもあり、年度において増減を繰り返しておりますが、令和５年度の目標値（1.31 倍）は達成できる

見込みです。 

〇 就労移行支援事業所等を通じて一般就労に移行する者の就労定着支援事業利用率や就労定着率が８割以上の就労定着支援事業所の割合については、目標値を下回る見込みと

なっています。なお、就労定着率８割以上の就労定着支援事業所については、増加傾向にあるため、引き続き、障がい者の就労定着への支援が必要となります。 

令和３年度～令和５年度の評価・

今後の方向性 

〇 今後は、法定雇用率が段階的に引き上げられるとともに、短時間労働者も雇用率の算定に含まれるなど、障がい者の就労機会が拡大される中、これに伴い生じる就労面や生活

面でのさらなる支援が必要となります。 

〇 区、就労移行・定着支援事業所やじょぶあらかわ等の関係機関と連携を深め、本人の意向や特性に応じた支援を行い、一般就労につなげる取り組みを進めていく必要がありま

す。 

※「就労移行支援事業等」は、生活介護、自立訓練、就労移行支援、就労継続支援 A・B 型を行う事業（給付対象事業）を指します。 

 
 
【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和 8 年度中に就労移行支援事業等※を通じた一般就労への移行者数を令和 3 年度実績の 1.28 倍以上にすることが基本とされています。 

〇 就労移行支援については、令和 8 年度までに、一般就労への移行実績を令和 3 年度実績の 1.31 倍以上の移行実績を達成することが基本とされています。 

〇 就労移行支援事業所のうち、就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が 5 割以上の事業所を全体の 5 割以上とすることが基本とされています。 

〇 就労継続支援Ａ型及びＢ型については、それぞれ、令和 8 年度までに、一般就労への移行実績を令和 3 年度実績の概ね 1.29 倍以上、1.28 倍以上とすることが基本とされています。 

〇 就労定着支援事業の利用者数については、令和 3 年度実績の 1.41 倍以上とすることが基本とされています。 

〇 就労定着支援事業の就労定着率については、就労定着支援事業所のうち、就労定着率が 7 割以上の事業所を全体の 25％以上とすることが基本とされています。 

19



20



 

（５）障がい児支援の提供体制の整備等 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 

① ① 児童発達支援センターの整備 

国 令和５年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１箇所以上設置することが基本とされています。 

区 
荒川たんぽぽセンターにおいて、障がいの重度化・重複化や多様化に対応する専門的機能の強化を図った上で、地域における支援拠点の一つとして位置づけ、重層的な支援が行えるように児

童発達支援センターへと充実する検討を進めていきます。 

② ② 保育所等訪問支援等の活用による障がい児の地域社会への参加・包容を推進する体制の構築 

国 令和５年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援を利用できる体制を構築することが基本とされています。 

区 
荒川たんぽぽセンターを児童発達支援センター化することにより通所支援利用者を対象とした保育園等への訪問を本格実施する検討を進めていきます。あわせて、民間事業所による支援の

開始についても働きかけを行っていきます。 

③ ③ 主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所・放課後等デイサービスを利用できる体制の確保 

国 令和５年度末までに、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１箇所以上確保することが基本とされています。 

区 
定員を充足するため、引き続き、主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援及び放課後等デイサービスを行う事業所の確保に取り組むとともに、居宅訪問型児童発達支援事業所との連

携や、障害児通所支援事業所連絡会等での情報交換により、サービスの質の向上を目指します。 

④ ④ 医療的ケア児支援のための関係機関の協議の場の設置･コーディネーターの配置 

国 
令和５年度末までに、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置

することが基本とされています。 

区 医療的ケア児等支援協議会で地域課題の検討･共有を行い、関係機関等が連携を深めるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターの配置を検討します。 

令和３年度～令和

５年度の取組状況 

①令和６年度に荒川たんぽぽセンターを児童発達支援センター化するため、取組みを進めています。 

②荒川たんぽぽセンターの機能の充実・強化や児童発達支援センター化を見据え、令和５年度に保育所等訪問支援事業、障害児相談支援事業を新たに開始しました。令和４年度には、さらなる家

族支援を行うためペアレントメンターを活用した事業を開始しました。 

③令和３年度に新たな事業所が開設され、区内で主に重症心身障がい児を支援する児童発達支援施設・放課後等デイサービスが３事業所になりました。 

④医療的ケア児等支援協議会は、令和２年度に整備し、コロナ禍により書面開催ではありましたが、令和３年度から協議会の活動を開始しました。また、令和４年度に地域の医療的ケア児等の支

援を総合的に調整する役割を担う、医療的ケア児等地域コーディーネーターを基幹相談支援センターに配置しました。 

令和３年度～令和

５年度の評価・今後

の方向性 

① 療育を必要とする子ども等への支援体制を強化するとともに、質の高い専門的な療育を行う障害児通所支援事業所等の充実を図るため、その役割を担う児童発達支援センターの整備が必

要となります。 

② 障がいの有無にかかわらず、地域社会への参加や包容（インクルージョン）の推進を図るため、保育所等訪問支援事業の活用や児童発達支援センターによる専門的支援や助言を行える体制の

確保が必要になります。 

③目標は達成していますが、区内のニーズに応じるため、更なる充足が必要です。居宅訪問型児童発達支援を利用している重症心身障がい児等が個々の状態に応じて通所サービスに移行でき

る体制の確保が求められています。 

④区の医療的ケア児等への支援について、医療的ケア児等支援協議会や部会を通じ、地域の課題等の把握を行いつつ、今後の支援体制に検討を行っていく必要があります。また、医療的ケア児

等地域コーディーネーターにおいては、医療的ケア児等やその家族の相談に応じ、必要な情報の提供を行うとともに、相談内容に応じて関係機関等と連携を図る必要があります。 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和８年度末までに、児童発達支援センターを各市町村に少なくとも１カ所以上することが基本とされています。 

〇 令和８年度末までに、すべての市町村において、保育所等訪問支援等を活用しながら、障がい児の地域社会への参加・包容（インクルージョン）を推進する体制を構築することが基本とされています。 

〇 令和８年度末までに、主に重症心身障害児を支援する児童発達支援事業所及び放課後等デイサービス事業所を各市町村に少なくとも１カ所以上確保することが基本とされています。 

〇 令和８年度末までに、各市町村において、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等が連携を図るための協議の場を設けるとともに、医療的ケア児等に関するコーディネーターを配置することが基本とさ

れています。 
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（６）相談支援体制の充実・強化等 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 
国 令和５年度末までに、市町村において、相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確保することが基本とされています。 

区 基幹相談支援センターを中核として、相談支援体制の充実・強化等に向けた取組の実施体制を確保することを目指します。 

令和３年度～令和５年

度の取組状況 

〇基幹相談支援センターでは、障がい者やその家族、相談支援事業所及び相談支援専門員等の関係者からの相談に応じ、総合的及び専門的な相談支援の体制を確保しています。 

〇地域における相談支援体制の強化を図るため、基幹相談支援センターを中心とし、相談支援事業所におけるモニタリング結果の検証を行い、地域の相談支援力の向上等を図っています。 

〇障がい者が安心して地域で生活を継続することのできる社会の実現を図るため、障がい・医療・教育・雇用・事業所等の地域の関係者で構成される自立支援協議会を定期的に開催し、区の

事業の進捗状況の確認や地域における課題の共有など行っています。障がい者等の相談支援の円滑な実施を図るため、自立支援協議会や部会を通じて、地域における関係機関等の連携

強化に努めています。 

令和３年度～令和５年

度の評価・今後の方向

性 

〇総合的及び専門的な相談支援体制について、基幹相談支援センターが中心となり、地域の関係機関と連携を深めながら、障がい者やその家族への相談支援を行いつつ、相談支援事業所等

からの相談に対しても、専門的な知識を活用し、支援を実施していくことが必要です。 

〇地域の相談支援体制の強化を図っていくためには、地域の相談支援事業所の質の向上が必要となります。区と基幹相談支援センターが協力しながら、相談支援事業所の質の向上を進めて

いく必要があります。 

〇自立支援協議会において、地域の関係機関との連携を強化しつつ、地域の課題の抽出やその解決に向けた検討などを行い、地域全体で課題解決に取り組む体制が必要となります。 

 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和 8 年度末までに、市町村において、基幹相談相談支援センターを設置するとともに、相談支援体制の充実・強化等に向けた取組を図る体制を確保することが基本とされています。 
〇 協議会において、個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等を行う取組を行うとともに、これらの取組を行うために必要な協議会の体制を確保することが基本とされています。【新規】 

（７）障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

 第６期障がい福祉計画/第２期障がい児福祉計画（令和３年度～令和５年度） 

成果目標 

国 令和 5 年度末までに、市町村において、サービスの質の向上を図るための取組に係る体制を構築することが基本とされています。 

区 
障害福祉サービス等に携わる区や事業所等の職員は、障害者総合支援法を念頭に、真に利用者が必要とする障害福祉サービス等の提供と、障害福祉サービス等の質を向上させるための

取組体制の構築を図ります。 

令和３年度～令和５年

度の取組状況 

〇 障害福祉サービス等事業所や関係機関等が地域における課題や資源・情報を共有し、協働が図れる「障害福祉サービス資源・情報共有システム」（以下「障がい福祉倶楽部」という。）を稼

働し、支援に関わる関係者が情報を連絡・共有できる環境を構築しました。 

〇 区や事業所等の職員は、障害支援区分認定調査員研修・虐待防止研修など、東京都や区が実施する研修等に参加し、必要な知識の習得を図っています。 

○ 事業者からの障害福祉サービス等の提供における請求に対して、区では、請求審査時のエラー・警告等の点検を行いつつ、必要に応じ、事業所への指導・助言等を行っています。また、事

業者連絡会を定期的に開催し、情報の共有等を行い、サービスの質の向上につなげています。 

令和３年度～令和５年

度の評価・今後の方向

性 

〇 「障がい福祉倶楽部」の構築を行い、区や事業所、その他関係機関と、障害福祉に関する情報等について、迅速かつ正確に情報を連絡・共有する体制の構築を行いました。また、過去の通

知等について、「障がい福祉倶楽部」に蓄積されていくため、サイト上にて過去の情報の確認を行うことができます。今後は、「障がい福祉倶楽部」の活用を行い、情報の蓄積を進め、使いや

すいシステムとすることが必要です。 

○ 東京都や区が実施する障害福祉サービス関する研修を受講し、利用者への支援、サービスの支給決定やサービスの提供など、サービスの質の向上につなげる必要があります。 

〇 障害福祉サービス等の給付費の請求審査時において、エラーや警告等を少なくし、事業所による障害福祉サービス等の給付費の請求の適正化を図る必要があります。また、定期的に事業

者連絡を開催し、障害福祉に関する情報の提供や給費費の請求業務における課題など、事業者に対し、周知を図る必要があります。 

 

 

【国が示す新たな成果目標（令和６年度～令和８年度）】 

〇 令和 8 年度末までに、市町村において、サービスの質の向上を図るための取組みに係る体制を構築することが基本とされています。 
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区における活動指標（サービス見込量）の実施状況について 

（１）障害者総合支援法に基づく障害福祉サービス 

① 訪問系 （※各年度３月分、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
② 日中活動系 （※各年度３月分、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料３ 

令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 6,006 5,923 5,842

実績 6,793 6,728 6,681

見込 349 344 340

実績 381 378 375

見込 8,013 8,937 9,968

実績 6,374 7,511 7,464

見込 36 40 45

実績 27 30 32

見込 2,560 2,706 2,861

実績 2,227 2,231 2,273

見込 83 87 92

実績 74 70 73

見込 69 69 69

実績 99 108 126

見込 2 2 2

実績 5 4 4

見込 0 0 0

実績 0 0 0

見込 0 0 0

実績 0 0 0

種類
居宅介護

サ ー ビ ス 量

( 時 間 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

重度訪問介護
サ ー ビ ス 量
( 時 間 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

同行援護
サ ー ビ ス 量
( 時 間 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

行動援護
サ ー ビ ス 量
( 時 間 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

重度障害者等包括支援
サ ー ビ ス 量

( 時 間 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

令和３年度 令和4年度 令和5年度

生活介護 見込 5,681 5,806 5,933

実績 5,491 6,125 6,070

見込 289 296 302

実績 289 292 299

自立訓練 見込 15 15 15

（機能訓練） 実績 88 52 71

見込 1 1 1

実績 4 3 4

自立訓練 見込 431 493 565

（生活訓練） 実績 510 558 590

見込 28 32 36

実績 30 34 36

サ ー ビ ス 量

（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量

（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

種類

サ ー ビ ス 量

（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）
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      ③ 居住支援・施設系 （※各年度３月分、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和4年度 令和5年度

就労移行支援 見込 2,074 2,584 3,221

実績 1,064 1,235 1,376

見込 113 141 176

実績 56 66 72

就労継続支援 見込 775 796 818

（Ａ型） 実績 684 445 428

見込 39 40 41

実績 36 21 22

就労継続支援 見込 5,928 6,059 6,192

（Ｂ型） 実績 5,584 6,664 7,140

見込 344 351 359

実績 349 393 412

就労定着支援 見込 36 45 55

実績 34 38 35

療養介護 見込 19 19 18

実績 18 16 15

短期入所 見込 771 837 850

（福祉型） 実績 333 632 691

見込 66 67 68

実績 41 64 66

短期入所 見込 33 41 46

（医療型） 実績 40 42 44

見込 7 8 9

実績 7 6 7

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

種類

令和３年度 令和4年度 令和5年度

自立生活援助 見込 9 10 11

実績 3 4 5

共同生活援助 見込 206 219 233

実績 202 209 219

施設入所支援 見込 121 120 119

実績 115 116 116

地域生活支援拠点等 見込 6 6 6

(面的整備) 実績 7 7 7

見込 5 5 5

※各年度末時点 実績 5 1 5

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

種類

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

構 成 施 設 数

（ 箇 所 ）

支援実績等を踏

まえた検証･検討

の実施回数（回）
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      ④ 相談支援 （※各年度月平均、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）児童福祉法に基づく障害児支援 

 

      ① 障害児通所支援 （※各年度３月分、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     ② 障害児相談支援 （※各年度月平均、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和4年度 令和5年度

計画相談支援 見込 296 310 326

実績 296 322 348

地域移行支援 見込 3 3 3

実績 1 1 1

地域定着支援 見込 27 30 33

実績 32 36 44

種類

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）

令和３年度 令和4年度 令和5年度

児童発達支援 見込 1,397 1,459 1,525

実績 1,639 1,590 1,699

見込 247 258 269

実績 241 255 263

放課後等 見込 2,583 2,687 2,791

デイサービス 実績 2,748 3,185 3,478

見込 223 232 241

実績 244 291 321

保育所等訪問支援 見込 2 2 2

実績 9 15 14

見込 2 2 2

実績 6 5 7

医療型 見込 52 57 62

児童発達支援 実績 32 13 23

見込 11 12 13

実績 4 2 3

居宅訪問型 見込 2 2 2

児童発達支援 実績 26 28 38

見込 2 2 2

実績 4 6 7

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

利 用 者 数
（ 人 / 月 ）

サ ー ビ ス 量
（ 人 日 / 月 ）

種類

令和３年度 令和4年度 令和5年度

障害児相談支援 見込 107 116 125

実績 100 121 141

種類

利 用 者 数

（ 人 / 月 ）
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      ③ 障害児入所支援 （※各年度末時点、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

      ④ 医療的ケア児等支援 （※各年度末時点、令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

（３）障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業・障害者総合支援事業 

 

      ① 地域生活支援事業 （令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和4年度 令和5年度

障害児入所支援 見込 5 5 5

（福祉型） 実績 6 5 4

障害児入所支援 見込 1 1 1

（医療型） 実績 3 5 4

種類

利 用 者 数
（ 人 / 年 ）

利 用 者 数
（ 人 / 年 ）

令和３年度 令和4年度 令和5年度

コーディネーター 見込 1 1 1

実績 0 2 1

種類

配 置 人 数
( 人 / 年 ）

理解促進研修・啓発 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 7 7 7

実績 5 5 5

見込 200 200 200

実績 39 89 95

自立支援セミナ―

開催回数（回/年）

延べ参加者数
（人/年）

相談支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 5 5 5

実績 5 5 5

見込 65,893 66,132 66,380

実績 60,913 64,995 70,735

見込 検討 検討 検討

実績 検討 検討 検討

見込 実施 実施 実施

実績 実施 実施 実施

見込 2,000 2,250 2,500

実績 947 1,560 1,687

見込 3 5 7

実績 135 84 89

見込 30 40 50

実績 187 197 208

障がい者相談支援
実施箇所数（箇所）
※各年度末時点

相談実績 相談件数（件/年）

住宅入居等支援

基
幹
相
談
支
援
セ
ン
タ
ー

関係相談機関等との連携強化の取組
（回/年）

相談支援事業者等に対する専門的な指
導・助言件数（件/年）

相談支援事業者等の人材育成に係る支
援件数（件/年）

基幹相談支援センターの設置

親なき後支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 1 1 1

実績 1 1 1

見込 110 121 133

実績 63 61 70

成年後見制度
利用支援

区長申し立て件数
（件/年）

個人別ライフプラン 相談件数（件/年）
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コミュニケーション支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 46 47 48

実績 44 39 45

見込 738 805 824

実績 795 657 710

見込 130 137 144

実績 79 107 119

見込 35 35 35

実績 39 38 39

見込 72 72 72

実績 53 43 48

対面音訳者派遣事業

登録者数（人）
※各年度末時点

派遣回数（回/年）

手話通訳者派遣事業

実利用者数（人/年）

派遣回数（回/年）

要約筆記者派遣事業 派遣回数（回/年）

手話講習会（手話奉仕員養成研修） 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 79 80 81

実績 15 59 136

見込 21 22 24

実績 8 9 7

見込 1 1 2

実績 1 0 7

日常生活支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 11 11 10

実績 14 12 13

見込 26 25 24

実績 32 28 25

見込 24 25 26

実績 23 20 22

見込 88 93 98

実績 149 128 132

見込 3,243 3,336 3,432

実績 3,135 3,053 3,111

見込 2 3 4

実績 4 2 3

見込 16 16 16

実績 12 14 15

見込 5 5 5

実績 4 0 4

見込 1 1 1

実績 1 4 2

見込 3 4 5

実績 1 0 1

見込 69 71 72

実績 43 57 62

見込 2,831 2,863 2,895

実績 2,616 2,599 2,636

見込 29 33 38

実績 21 15 18

見込 273 274 275

実績 259 246 259

受講修了者数
（人/年）

上級・通訳養成コース 修了者数（人/年）

給付件数（件/年）

在宅療育等
支援用具

給付件数（件/年）

自動車運転免許
取得助成

助成者数（人/年）

自動車改造助成 助成者数（人/年）

日
常
生
活
用
具
給
付

介護・訓練
支援用具

給付件数（件/年）

自立生活
支援用具

初級・中級コース

日中一時支援 実利用者数（人/年）

福祉タクシー券 交付件数（件/年）

手話通訳者
新規登録者数
（人/年）

訪問入浴サービス
登録者数（人）
※各年度末時点

住宅設備改善給付 給付件数（件/年）

排泄管理
支援用具

給付件数（件/年）

居宅生活動作
補助用具

給付件数（件/年）

給付件数（件/年）

情報・意思疎通
支援用具

リフト付き
自動車利用助成

実利用者数（人/年）

自動車燃料費助成 助成者数（人/年）
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移動支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 8,367 8,381 8,395

実績 6,099 7,478 7,697

見込 380 380 380

実績 341 386 393

就業・就労支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 619 662 709

実績 681 720 750

見込 51 54 58

実績 29 30 34

見込 247 249 250

実績 324 350 380

地域活動支援センター 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 24 24 24

実績 26 23 24

見込 6 6 6

実績 3 1 3

見込 14 15 15

実績 15 15 16

見込 35 36 37

実績 26 23 25

見込 23 23 23

実績 17 15 15

見込 122 134 146

実績 74 84 120

社会参加支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 21,705 37,766 65,000

実績 21,823 35,604 36,031

見込 825 1,272 1,272

実績 174 616 650

発達障がい者(児)等支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 7 7 7

実績 7 7 7

見込 5 5 5

実績 4 4 5

見込 ー ー ー

実績 3 3 3

見込 検討 検討 検討

実績 11 17 8

虐待防止対策支援 令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 6 5 4

実績 12 15 10

ピアサポート活動の
推進

延べ参加者数
（人/年）

ペアレント
トレーニング

支援者数（人/年）

移動支援

　※各年度末時点

利用時間（時間/月）

利用者数（人/月）

生活訓練
登録者数（人）

在籍者数（人）

障害者就労支援ｾﾝﾀｰ
「じょぶ・あらかわ」

登録者数（人）
※各年度末時点

新規就職者数
（人/年）

就労継続者数
（人/年）

開催回数（回/年）

実参加者数（人/年）

障害者福祉会館
「アクロスあらかわ」

延べ利用者数
（人/年）

心身障がい者青年
教室「さくら教室」

延べ受講者数
（人/年）

地域活動支援ｾﾝﾀｰ
「支援センターアゼリア」

平均来館者数
（人/日）

地域生活支援施設
「スクラムあらかわ」

利用者数（人/年）

心身障害者福祉ｾﾝﾀｰ
「荒川たんぽぽｾﾝﾀｰ」

　※各年度末時点

機能訓練
登録者数（人）

グループワーク
登録者数（人）

虐待通報 受理件数（件/年）
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② 障害者総合支援事業 （令和５年度の実績は見込値） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和３年度 令和4年度 令和5年度

見込 7 8 8

実績 2 3 4

見込 44 45 46

実績 55 66 74

見込 3 3 3

実績 1 0 0

見込 21 23 25

実績 24 27 33

見込 16 16 16

実績 9 12 13

見込 65 65 65

実績 24 71 65

見込 1 1 1

実績 1 1 1

開催回数（回/年）

実参加者数
（人/年）

精神障がい者における

自立生活援助
利用者数（人/月）
※月平均

精神障がい者における

共同生活援助
利用者数（人/月）
※各年度3月分

精神障がい者における

地域移行支援
利用者数（人/月）
※月平均

精神障がいにも対応した地域包括ｹｱｼｽﾃﾑの構築に関する支援

目標設定･評価の実
施回数（回/年）

精神障がい者における

地域定着支援
利用者数（人/月）
※月平均

保健、医療、福祉関係者
による協議の場

令和3年度 令和4年度 令和5年度

見込 30 35 40

実績 36 32 40

見込 2 3 4

実績 2 2 2

見込 15 20 23

実績 16 17 15

見込 2 2 2

実績 2 1 2

障害福祉サービス等の質の向上を図るための取組に係る
体制の構築

障害児通所支援事業者等に対する実地指導
の実施件数（件/年）

実地指導等の実施結果を関係自治体と共有
する回数（回/年）

障害福祉サービス等に係る研修への区職員
の実参加者数（人/年）

障害者自立支援審査支払等システム等での
審査結果の分析･活用を事業所や関係自治
体等と共有する回数（回/年）
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荒川区障がい者総合プラン（素案）  【骨子】 

 

第１章 策定の概要 

第１節 策定の趣旨 

〇障がい者総合プランの策定の趣旨や目的 等 

 

第２節 策定の体制 

〇障がい者団体や福祉・医療関係団体の代表、学識経験者等の意見を荒川区障がい者総合プラン

に反映させるために、「荒川区障がい者総合プラン策定委員会」を設置し、内容に関する検討を

実施 

 

第３節 プランの位置付け 

〇荒川区障がい者総合プランは、障がい者プラン（障害者基本法に基づく「障害者計画」）、障がい

福祉計画（障害者総合支援法に基づく「障害福祉計画」）及び障がい児福祉計画（児童福祉法に

基づく「障害児福祉計画」）を一体的に策定した計画 

〇その他の関連計画との整合性 等 

 

第４節 対象 

〇身体障がい者、知的障がい者、精神障がい者、難病患者、障がいサービスを利用している児童、

発達障がい者 その他心身の機能の障がいにより、継続的に日常生活や社会生活に相当な制限

を受ける状態にある方（１８歳未満の子どもを含む） 等 

 

第５節 期間 

〇障がい者総合プランに含まれる障がい者プランの計画期間は令和６年度から１１年度までの６

年間、障がい福祉計画及び障がい児福祉計画は令和６年度から８年度までの３年間 

 

第６節 推進体制 

〇地域では、町会に代表される地域関係団体、民生委員・児童委員、ボランティア団体、福祉関係

の事業者など、様々な方々が活動していることから、障がい者総合プランを推進していくため

に、こうした地域の方々の活動を支援し、地域全体で支え合う体制を構築していく。 

〇荒川区自立支援協議会の場を活用し、緊密に連携するとともに、障がい者総合プランの進行管

理等も行っていく。 

〇医療的ケア児等支援協議会の場においても、保健、教育、医療等との連携を図り、施策の推進を

行っていく。 

 

 

 

 

 

 

 

資料４ 
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第２章 障がい者・障がい児等を取り巻く状況 

第１節 障害福祉に関する制度・施策の変遷 

〇これまでの区の計画期間における、国、東京都や荒川区の主な動きや取組 

 

第２節 統計資料から見る状況 

〇人口、各障がい者手帳所持者、難病患者、障害児通所支援利用者の数の推移 等 

 

第３節 障がい者実態調査から見る状況 

〇家庭や住まいの状況、日常生活、就労の状況、災害時の状況、文化芸術活動の状況、差別や偏見

に対する状況等について、主な項目を記載 等 

 

 

第３章 プランの基本的な考え方 

第１節 基本理念 

 

 

 

 

第２節 基本目標及び基本方針 

〇基本目標１ 誰もが安心して共に暮らせる基盤づくりの推進 

・基本方針１ 障がい者の相談・支援体制の充実 

・基本方針２ バリアフリーの推進 

〇基本目標２ 健やかな暮らしと成長を支える福祉・医療サービスの充実 

  ・基本方針３ 障がい者の住まい・日常生活に対する支援 

  ・基本方針４ 障がいのある子どもの健全育成 

〇基本目標３ 地域で自分らしく輝くための環境づくりの促進 

  ・基本方針５ 障がい者の自立・就労支援、生きがいの創生 

※障がい者総合プランの上位計画となる「荒川区基本計画」が、令和８年度までを計画期間として

いるため、「荒川区基本計画」と整合を図る観点から、基本理念、基本目標、基本方針は現行の

プランを継承する方針とする。 

 

第４節 国が示す基本指針 

 〇国の基本指針の主な改正内容、新たに成果目標として設定する項目 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

誰もが幸せを実感できる福祉と安心のまち あらかわ 

～生涯住み続けられる地域社会の実現～ 

34



第４章 基本理念等に基づく施策について 

第１節 施策の体系 

〇施策の体系図を記載 

 

第２節 重点施策 

総合的な相談支援体制の充実 障がい児支援の充実 

福祉施設入所者等の地域生活への移行の推進 医療的ケア児等の支援【新規】 

意思疎通支援の充実 就労支援の強化 

障がい者差別の解消 文化芸術活動の促進 

グループホーム等の居住支援の推進【名称変更】  

 

第３節 【基本方針１】障がい者の相談・支援体制の充実 

〇主な施策 

  総合的な相談支援体制の充実、福祉施設入所者等の地域生活への移行の推進、自立支援協議

会の運営、震災時等への備え 等 

   

第４節 【基本方針２】バリアフリーの推進 

 〇主な施策 

   意思疎通支援の充実、バリアフリーの環境整備 等 

 

第５節 【基本方針３】障がい者の住まい・日常生活に対する支援 

〇主な施策 

  グループホーム等の居住支援の推進、こころの健康管理支援の体制整備、在宅系サービス等の

提供 等 

 

第６節 【基本方針４】障がいのある子どもの健全育成 

 〇主な施策 

   障がい児支援の充実、障がい児の保育・教育、医療的ケア児等の支援 等 

 

第７節 【基本方針５】障がい者の自立・就労支援、生きがいの創生 

〇主な施策 

  生活介護・自立訓練・生活訓練等、就労支援の強化、同行援護・行動援護・移動支援、文化芸術

活動の推進 等 
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第５章 荒川区障がい福祉計画及び荒川区障がい児福祉計画における成果目標・活動指標 

第１節 成果目標 

〇成果目標１ 施設入所者の地域生活への移行 

・地域移行者数 

・施設入所者数の削減 

〇成果目標２ 精神障がいにも対応した地域包括ケアシステムの構築 

・保健、医療、福祉関係者による協議の場の状況 

〇成果目標３ 地域生活支援の充実 

   ・地域生活支援拠点等の整備、機能充実のためのコーディネーターの配置【新規】、地域生活支

援拠点等における担当者の配置【新規】、支援体制及び緊急時の連絡体制の構築【新規】、運営

状況の検証及び検討 

   ・強度行動障がいを有する者の支援ニーズの把握、支援体制の整備【新規】 

 〇成果目標４ 福祉施設から一般就労への移行等 

   ・一般就労への移行者数 

   ・就労移行支援事業利用終了者に占める一般就労へ移行した者の割合が５割以上の事業所が５

割以上【新規】 

   ・就労定着支援事業の利用者数 

   ・就労定着支援事業利用終了後の就労定着率が７割以上となる就労定着支援事業所の割合が

２割５分以上【新規】 

 〇成果目標５ 障がい児支援の提供体制の整備等 

   ・児童発達支援センターの設置 

   ・地域社会への参加・包容（インクルージョン）推進体制の構築 

   ・重症心身障碍児を支援する児童発達支援事業所等の設置 

   ・保健、医療、福祉等が連携を図る協議の場の設置及び医療ケア児等コーディネーターの配置 

 〇成果目標６ 相談支援体制の充実・強化等 

   ・基幹相談支援センターの設置 

   ・協議会における個別事例の検討を通じた地域サービス基盤の開発・改善等【新規】 

 〇成果目標７ 障害福祉サービス等の質を向上させるための取組に係る体制の構築 

  ・サービスの質向上のための体制を構築 

 

第２節 活動指標（サービス見込量） 

〇障害者総合支援法に基づく障害福祉サービスの活動指標 

 ・訪問系サービス、日中活動系サービス、居住支援、施設系サービス、相談支援サービスについて

サービスの見込量を設定 

〇児童福祉法に基づく障害児支援 

 ・障害児通所支援サービス、障害児相談支援サービスについてサービスの見込量を設定 

〇障害者総合支援法に基づく地域生活支援事業・障害者総合支援事業 

 ・地域生活支援事業、障害者総合支援事業についてサービスの見込量を設定 
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資料編 

資料１ 荒川区障がい者総合プラン策定委員会設置要綱 

 

資料２ 荒川区障がい者総合プラン策定委員会委員名簿 

 

資料３ 策定経過 

 

資料４ パブリックコメントの実施結果 
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施策の体系図について

※太枠は変更箇所

基本理念 基本目標 基本方針

１－（１）　総合的な相談支援
　　　　　　体制の充実

１－（２）　計画相談支援・
　　　　　　障害児相談支援

１－（１）　総合的な相談支援
　　　　　　体制の充実

１－（２）　計画相談支援・
　　　　　　障害児相談支援

１－（３）　福祉施設入所者等
　　　　　　の地域生活への
　　　　　　移行の推進

１－（４）　障がい者虐待防止
　　　　　　センターの運営

１－（３）　福祉施設入所者等
　　　　　　の地域生活への
　　　　　　移行の推進

１－（４）　虐待防止対策の
　　　　　　推進

１－（５）　成年後見制度の
　　　　　　利用支援等

１－（６）　自立支援協議会の
　　　　　　運営

１－（５）　成年後見制度の
　　　　　　利用支援等

１－（６）　自立支援協議会の
　　　　　　運営

１－（７）　自殺予防の推進 １－（８）　震災時等への備え １－（７）　自殺予防の推進 １－（８）　震災時等への備え

２－（１）　意思疎通支援の
　　　　　　充実

２－（２）　バリアフリーの
　　　　　　 環境整備

２－（１）　意思疎通支援の
　　　　　　充実

２－（２）　バリアフリーの
　　　　　　 環境整備

２－（３）　障がい者差別の
　　　　　　 解消

２－（３）　障がい者差別の
　　　　　　 解消

３－（１）　グループホームの
　　　　　　整備の推進

３－（２）　グループホームの
　　　　　　運営支援

３－（１）　グループホーム等の
　　　　　　居住支援の推進

３－（２）　グループホームの
　　　　　　運営支援

３－（３）　医療費の助成、
　　　　　　健康管理の支援

３－（４）　こころの健康管理
　　　　　　支援の体制整備

３－（３）　医療費の助成、
　　　　　　健康管理の支援

３－（４）　こころの健康管理
　　　　　　支援の体制整備

３－（５）　荒川ばん座位体操
　　　　　　の実施

３－（６）　在宅系サービス等
　　　　　　の提供

３－（５）　荒川ばん座位体操
　　　　　　の実施

３－（６）　在宅系サービス等
　　　　　　の提供

３－（７）　本人、保護者への
　　　　　　経済的支援

３－（８）　利用者負担軽減
３－（７）　本人、保護者への
　　　　　　経済的支援

３－（８）　利用者負担軽減

４－（１）　障がい児支援の
　　　　　　充実

４－（２）　障がい児の保育
　　　　　　・教育

４－（１）　障がい児支援の
　　　　　　充実

４－（２）　障がい児の保育
　　　　　　・教育

４－（３）　学齢期の子ども
　　　　　　への支援の充実

４－（３）　学齢期の子ども
　　　　　　への支援の充実

４－（４）　医療的ケア児等
　　　　　　 の支援

５－（１）　生活介護・自立訓
　　　　　　練・生活訓練

５－（２）　機能訓練
５－（１）　生活介護・自立訓
　　　　　　練・生活訓練等

５－（２）　機能訓練

５－（３）　施設入所支援 ５－（４）　就労支援の強化
５－（３）　施設入所支援・
             障害児入所支援

５－（４）　就労支援の強化

５－（５）　福祉的就労の支援
５－（６）　同行援護・行動援
　　　　　　 護・移動支援

５－（５）　福祉的就労の支援
５－（６）　同行援護・行動援
　　　　　　 護・移動支援

５－（７）　交通機関等の利用
　　　　　　 支援、車の運転に
　　　　　　 係る支援

５－（８）　障がい者スポーツ
　　　　　　 の推進

５－（７）　交通機関等の利用
　　　　　　 支援、車の運転に
　　　　　　 係る支援

５－（８）　障がい者スポーツ
　　　　　　 の推進

５－（９）　文化芸術活動の
　　　　　　 促進

５－（10）　地域活動支援
　　　　　　　センターの運営

５－（９）　文化芸術活動の
　　　　　　 促進

５－（10）　地域活動支援
　　　　　　　センターの運営

５－（11）　障害者福祉会館
　　　　　　　の運営

５－（11）　障害者福祉会館
　　　　　　　の運営

誰
も
が
幸
せ
を
実
感
で
き
る
福
祉
と
安
心
の
ま
ち
　
あ
ら
か
わ

　
　
　
　
　
　
　
～
生
涯
住
み
続
け
ら
れ
る
地
域
社
会
の
実
現
～

基本目標１
誰もが安心して
共に暮らせる基
盤づくりの推進

基本目標２
健やかな暮らし
と成長を支える
福祉・医療サー

ビスの充実

基本目標３
地域で自分らし
く輝くための環
境づくりの促進

〈基本方針５〉
障がい者の自

立・就労支援、生
きがいの創生

〈基本方針４〉
障がいのある子
どもの健全育成

〈基本方針３〉
障がい者の住ま
い・日常生活に

対する支援

〈基本方針２〉
バリアフリーの

推進

〈基本方針１〉
障がい者の

相談・支援体制
の充実

１－（４）
虐待防止センター以外に
も、事業所の虐待防止対
策の促進するための事業
所の質の向上（指導検査
等）も含めるため。

３－（１）
グループホームのみなら
ず、居住支援全般に係る
方向性も含めるため、表
記を修正。

４－（４）
令和４年度より医療的ケ
ア児等の支援事業を実施
しており、新たに施策を追
加するとともに重点施策
とする。

５－（１）
報酬改定により自立生活
援助のサービスが新たに
できたため。

５－（３）
児童相談所の設置に伴
い、障害児入所支援の支
給決定事務が荒川区に移
管になったため、表記を変
更。

施策名（第４期荒川区障がい者プラン） 施策名（第５期荒川区障がい者プラン）

資料５
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荒川区障がい者総合プランにおける重点施策について 

 

 

 

 

 

 

重点的な取組１ 施策１－（１） 総合的な相談支援体制の充実 

 令和２年１１月に「基幹相談支援センター」を設置し、地域の関係機関等のネットワークを構

築するとともに、様々な障がいに係る相談に応じ、総合的な相談支援を実施してきました。

基幹相談支援センターは、地域における相談支援の中核的な役割を担う機関であることか

ら、引き続き、関係機関との連携を図りながら、相談支援体制の強化に取り組んでいきます。 

 また、強度行動障がいを有する方など、支援ニーズの把握に努め、支援体制の構築の検討

を進めていきます。 

重点的な取組２ 施策１－（３） 福祉施設入所者等の地域生活への移行の推進 

 障がい者が安心して地域で生活し、社会参加の機会を確保していくために、入所施設や精

神科病院等で生活する障がい者の地域での生活のニーズを適切に把握し、地域生活への移

行について、支援を行っていく必要があります。 

 そのために、地域移行支援、地域定着支援等の障害福祉サービスの活用を図るとともに、

自立支援協議会の地域移行部会を通じ、ニーズ把握、地域の基盤整備や本人の意向に沿っ

た支援等を行っていきます。 

重点的な取組３ 施策２－（１） 意思疎通支援の充実 

 令和４年５月に「障害者による情報の取得及び利用並びに意思疎通に係る施策の推進に関

する法律」が施行され、共生社会の実現のためには、円滑な意思疎通等が重要となります。 

 区では、手話言語条例の制定、コミュニケーション支援事業やＩＣＴを活用した遠隔手話通訳

等サービスなどを実施してきましたが、引き続き実施するとともに、さらなる利便性の向上

等について検討を進めます。 

資料６ 
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重点的な取組４ 施策２－（３） 障がい者差別の解消 

 令和３年に障害者差別解消法が一部改正され、令和６年４月から事業者による障がいのあ

る人への合理的配慮の提供が義務化されます。 

 誰もが安心して共に暮らせる社会を実現するためには、障がいに対する関心や適切な認識

を広げることが大切であるため、障がい理解の促進について、関係機関と連携を図りなが

ら、啓発活動を実施していきます。 

重点的な取組５ 施策３－（１） グループホーム等の居住支援の推進 

 地域での安心した生活を確保するため、区はグループホームを運営する民間事業所の誘致

等に努めてきましたが、重度障がい者を受け入れるグループホームについては、依然として

不足している状況にあります。 

 重度障がい者のグループホームを増やすため、重度障がい者のグループホームに対する施

設整備費補助事業等により、開設を促進していきます。 

重点的な取組６ 施策４－（１） 障がい児支援の充実 

 障がい児通所支援利用者は年々増加傾向にあり、障がい児支援の充実を図るためには、児

童発達支援センターを中核とした地域支援体制の構築が重要になります。 

 荒川たんぽぽセンターの児童発達支援センター化を行い、障がい児等に対する高度な専門

性に基づく支援や障害児通所支援事業所の療育の質の向上、インクルージョンの推進などを

行い、障がい児支援の中核となる機関として、地域支援体制の構築を進めていきます。 
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重点的な取組９ 施策５－（９） 文化芸術活動の促進 

 障がい者の地域における社会参加を促進するためには、地域でいきいきと安心して暮らす

ことができる社会を目指すことが重要になります。 

 引き続き、アクロスあらかわや生活実習所等の施設で制作した作品について、区内施設を

活用した展覧会等を定期的に開催し、地域交流を図りつつ、障がい者が芸術文化に触れる機

会や活動に参加する機会の拡充を図ります。 

重点的な取組８ 施策５－（４） 就労支援の強化 

 障がいの種別や程度にかかわらず、個々の能力や適性を十分に発揮していくために、就労

支援の強化への取組みは重要になります。法定雇用率が段階的に引き上げられるとともに、

短時間労働者も雇用率の算定に含まれるなど、障がい者の就労機会が拡大されていきま

す。 

 障がい者の就労機会が拡大される中、就労面での支援や生活面でのさらなる支援が必要

となり、就労支援センターじょぶあらかわをはじめ、就労移行支援や就労定着支援を通じ、関

係機関と連携を図りながら、就労支援の強化を進めていきます。 

重点的な取組７ 施策４－（４） 医療的ケア児等の支援【新規】 

 医療的ケア児等が適切な支援を受けられ、安心して子どもを生み、育てることができる社

会の実現に寄与することを目的に、「医療的ケア児支援法」が施行されました。 

 区では、医療的ケア児等支援協議会の設置、コーディーネーターの配置や家庭家事サポート

等の事業を実施しております。今後もさらなる支援のため、事業の周知や新たな事業の検討

等を図り、医療的ケア児等への支援の強化を進めていきます。 
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1 東京都立大学 名誉教授 木下　正信

2 東洋大学 教授 高野　聡子

3 福 祉 ･ 医 療 関 係 団 体 荒川区医師会 会長 太田　誠一郎

4 当 事 者 相 談 員 ピア・カウンセラー 高見　和幸

5 荒川区心身障害児者福祉連合会 会長 大沼　弘子

6 荒川区手をつなぐ親の会 会長 伊東　とも子

7 荒川区身障児父母の会 会長 矢野　勝信

8 荒川区聴覚障害者協会 会長 浦澤　正子

9 荒川区視力障害者福祉協会 会長 長島　清

10 荒川区精神障害者家族会(荒川めぐみ会) 代表 樋田　君代

11 東京都立王子特別支援学校PTA　副会長 藤間　千恵子

12 民 生 委 員 ･ 児 童 委 員 協 議 会
荒川区民生委員・児童委員協議会
障がい者福祉部会副会長

内山　菊代

13 雇 用 ･ 就 労 支 援 関 係 団 体 荒川区心身障害者事業団 理事長 佐藤　泰祥

14
荒川区立精神障害者地域生活支援センター
（支援センターアゼリア） 施設長

杉下　ひろみ

15 荒川区障害者基幹相談支援センター 所長 岡部　正文

16
足立公共職業安定所（ハローワーク足立）
統括職業指導官

薄田　光春

17 東京都立花畑学園 主任教諭 森田　健太郎

18
東京都立王子特別支援学校
渉外部主幹

小野寺　肇

19 荒川区特別支援学級設置校長会 会長 大野　良子

20 荒川区社会福祉協議会 施設課長 岩佐　剛

21 副区長 佐藤　安夫

22 福祉部長 東山　忠史

23 健康部長 辻　佳織

24 子ども家庭部長 小堀　明美

25 教育部長 三枝　直樹

荒川区障がい者総合プラン策定委員会　委員名簿

区分 役職等 氏名

学 識 経 験 者

障 が い 者 団 体

相 談 支 援 事 業 者

関 係 行 政 機 関 等

区 職 員
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